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　　　　　制度と報酬はどう変わるのか

　　　　　医療・介護分野の将来予測
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　厚生労働省老健局は２月７日、社会保障審議会の介護給付費分科会を開き、区分支給限度基準額に関する調査結果が報告された。

　区分支給限度額とは、要介護度別に定められた１か月に利用できる介護保険サービス上限であり、介護保険は医療保険と異なり、「混合介護」が認められているため、利用者が必要と考えれば、区分支給限度額を超えて保険外給付を受けることができる。

　調査は、区分支給限度額を超えてサービスを利用している者および区分支給限度額の７～９割程度のサービスを利用している者の実態を把握するために実施された。全保険者（市町村）から、要支援・要介護度別に１名ずつを抽出し、介護給付費明細書による利用状況や、担当ケアマネジャーに対するアンケートなどによって行われ、現行の限度額が適正か否かを判断する資料になる。

　調査結果を見てみると、（１）区分支給限度額を超過した者が利用している居宅サービスの種類は、32.4％が１種類、52.6％が2種類、13.6％が３種類、1.4％が４種類以上、（２）区分支給限度額の７～９割程度の者が利用している居宅サービスの種類は、34.5％が１種類、51.6％が２種類、12.5％が３種類、1.5％が４種類以上であることが分かった。

　利用しているサービスの種類では、訪問介護や通所介護など見守りを必要とするサービス利用が多く、訪問看護などの医療系サービスの利用は少ない。

　限度額超過者の週間ケアプランの内容について、市町村におけるケアプランの点検者による評価では、「見直す余地がある」が９割に達した。具体的な理由では、提供量が「多すぎる」あるいは「不足している」ケアプランが半数以上となっている。

　担当ケアマネジャーに対するアンケート調査からは、利用者の日常生活の状況は、「薬の管理が必要」「見守りが必要」「歩行が困難」などの割合が高く、「胃ろう・経管栄養の管理」「ドレーン・カテーテルの交換・管理が必要」「かく痰吸引が必要」などの医療的なケアを利用する者は少なかった。また、限度額を超過したケアプラン作成の理由は、「家族等で介護が補えない」「利用者・家族からの強い要望」が多くなっている。

　こうした結果を受け、厚労省は「区分支給限度額については、ケアマネジメントの実態を踏まえたうえで議論すべき」とコメントした。


　厚生労働省保険局は２月３日、市町村国保における特定健診・保健指導に関する検討会を開き、ワーキンググループ（ＷＧ）からの報告を受けた。

　特定健診・保健指導の実施に関するＷＧは、特定健診・保健指導実施状況についてアンケート調査の結果を報告した。

　平成20・21年度の回収率は100％で、主な調査項目は、保険者の概況、特定健診・保健指導の実施状況（体制、参加者数、工夫点、実施上の課題等）などとなっている。調査結果から、平成21年度は、同20年度に比べ、特定健診では（１）未受診者への受診勧奨の実施が増加、（２）受診勧奨値を超えた者や服薬中の者等への保健指導の実施比率が増加している、等が判明した。

　また、特定保健指導では、（１）２年連続対象者のプログラム内容が「昨年とは異なる内容」が増加、（２）連続で対象になった者の不参加が約５割、などという結果だった。

　性・年齢階級別にみた特定健診受診対象者に占める受診者の割合を見てみると、男性の全国平均受診率は平成20年度が26.4％、同21年度が27.2％なのに対し、女性の全国平均受診率は平成20年度が34.7％、同21年度が35.1％となっており、男性の受診率が低いことが目立っている（下記グラフ参照）。

　治療中の者に対する保健指導の効果に関するＷＧは、高血圧・脂質異常症・糖尿病で服薬治療中である30歳～70歳の人（計270名）について保健指導事業の状況を調査した。重点支援群と通常支援群に分けたうえで、検査値（体重・ＢＭＩ・血圧・尿中塩分・ＨｂＡ１ｃ）の変化や、検査値と投薬量（高血圧あり・糖尿病あり）、運動習慣の変化などを詳しく報告している。
■性・年齢階級別にみた特定健診受診対象者に占める受診者の割合





	　
	１日平均患者数（人）
	対前月増減（人）

	
	平成22年9月
	平成22年8月
	平成22年7月
	平成22年9月
	平成22年8月

	病院
	　
	　
	　
	　
	　

	　在院患者数
	　
	　
	　
	　
	　

	　　総数
	1 299 503
	1 307 619
	1 318 346
	△　8 116
	△　10 727

	　　　精神病床
	 310 577
	 312 999
	 313 352
	△　2 422
	△　353

	　　　結核病床
	 3 107
	 3 244
	 3 237
	△　137
	 7

	　　　療養病床
	 303 378
	 305 620
	 306 371
	△　2 242
	△　751

	　　　一般病床
	 682 392
	 685 711
	 695 337
	△　3 319
	△　9 626

	　　(再掲)介護療養病床
	 74 962
	 75 579
	 76 092
	△　617
	△　513

	　外来患者数　
	1 395 280
	1 416 820
	1 407 137
	△　21 540
	9 683

	診療所
	　
	　
	　
	　
	　

	　在院患者数
	　
	　
	　
	　
	　

	　　療養病床
	 10 462
	 10 618
	 10 592
	△　156
	 26

	　(再掲)介護療養病床
	 4 040
	 4 089
	 4 109
	△　49
	△　20


　注１）病院の総数には感染症病床を含む。

　　２）介護療養病床は療養病床の再掲である。

	　
	病床利用率（％）
	対前月増減

	
	平成22年9月
	平成22年8月
	平成22年7月
	平成22年9月
	平成22年8月

	病院
	　
	　
	　
	　
	　

	　総数
	79.5
	81.5
	82.1
	△ 2.0
	△ 0.6

	　　精神病床
	89.1
	89.5
	89.9
	△ 0.4
	△ 0.4

	　　結核病床
	37.7
	38.2
	38.8
	△ 0.5
	△ 0.6

	　　療養病床
	90.7
	91.1
	91.6
	△ 0.4
	△ 0.5

	　　一般病床
	72.3
	75.4
	76.2
	△ 3.1
	△ 0.8

	　　介護療養病床
	94.6
	94.8
	94.8
	△ 0.2
	 0.0

	診療所
	　
	
	　
	　
	　

	　療養病床
	68.8
	69.3
	69.7
	△ 0.5
	△ 0.4

	　介護療養病床
	78.5
	78.8
	79.2
	△ 0.3
	△ 0.4


	　注１）
	月末病床利用率＝
	月末在院患者数
	×100

	
	
	月末病床数
	

	　　２）
	病院の総数には感染症病床を含む。



	　
	平均在院日数（日）
	対前月増減（日）

	
	平成22年9月
	平成22年8月
	平成22年7月
	平成22年9月
	平成22年8月

	病院
	　
	　
	　
	　
	　

	　総数
	32.8
	32.8
	31.9
	 0.0
	 0.9

	　　精神病床
	308.8
	298.8
	299.7
	 10.0
	△　0.9

	　　結核病床
	72.8
	69.3
	71.7
	 3.5
	△　2.4

	　　療養病床
	182.7
	180.1
	179.5
	 2.6
	 0.6

	　　一般病床
	18.3
	18.3
	17.8
	 0.0
	 0.5

	　　介護療養病床
	317.5
	306.9
	305.3
	 10.6
	 1.6

	診療所
	　
	
	　
	　
	　

	　療養病床
	109.7
	105.9
	104.0
	 3.8
	 1.9

	　介護療養病床
	104.8
	102.7
	99.1
	 2.1
	 3.6


	注１）
	平均在院日数
	＝
	在院患者延数
	

	
	
	
	１／２（新入院患者数＋退院患者数）
	

	ただし、
	療養病床の

平均在院日数
	＝
	在院患者延数

	
	
	
	１／２
	新入院

患者数
	＋
	同一医療機関内

の他の病床から

移された患者数
	＋
	退院
患者数
	＋
	同一医療機関内

の他の病床へ

移された患者数

	　２）
	病院の総数には感染症病床を含む。


◆病院：１日平均在院患者数の推移

◆病院：１日の平均外来患者数の推移

◆病院：月末病床利用率の推移

◆病院：月末病床利用率の推移
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　社会保障制度全般において改革案策定に取り組むなかで、政府・与党が目指す方向として提示する基本方針となるのが、「安心と活力への社会保障ビジョン（2010年12月：社会保障改革に関する有識者検討会による報告、以下「社会保障ビジョン」）」です。
（１）示された政策目標

　社会保障ビジョンでは、今後の日本の進むべき社会保障体制のあり方を示すものとして、社会保障政策に関する当面の目標を次のように掲げています。

◆「安心と活力への社会保障ビジョン」より～持続可能な希望の持てる日本へ

	●社会保障の機能強化と財政健全化の同時達成・同時追求こそ、進むべき道
●目標とする負担と給付の水準は、国際比較の観点からは「高福祉高負担」ではなく「中福祉中負担」
●社会保障給付を徹底して切り下げる「低福祉低負担」は責任ある選択肢といえない


　現在の制度を維持するためには、今後も現役世代の負担を増加せざるを得ないのが現状です。したがって、社会保障制度の充実には、財政健全化を達成することが必要だという方針は、社会保障ビジョンの中にもうたわれています。

　一方では、医療・介護サービスを利用する本人にも応分の負担を課する方向性検討とともに、消費税増税論議が始められようとしています。つまり、「高負担高福祉」を目指しながらも、現実的には「高負担中福祉」を確実に実現する、という政策を進める方向に舵を取ることになるでしょう。

（２）今後展開される重点議論

「安心と活力への社会保障ビジョン」においては、緊急性の高い分野を中心として、改革の各論が示されています。

　そのなかのひとつとして、医療・介護のサービス提供体制の基盤強化に向けた取り組みを挙げ、次のようなかたちでサービス供給体制の整備を図るべきと示しています。

	①ニーズの変化に対応した病院・病床の機能分化の徹底と集約化を図り、急性期病院を中心とした人員配置の思い切った拡充等を図る
②都道府県ごとに、関係団体や行政が客観的データに基づき協議し、地域医療の在り方をデザインする。地域資源を効率的に活用しながら、相互の機能分担によって、地域医療のネットワーク化を実現する。
③不必要な入院期間を減らして早期に家庭へ復帰できるようにするとともに、できるかぎり最後まで地域や家庭で過ごすことができ、高齢者と家族が幸福を感じることができる社会を目指す。そのために、医療・介護・福祉の継続的で包括的な連携をすすめ、地域包括ケアを実現する。


　上記の取り組みによって、特に高齢者ケアに関して、家庭医による複数の併存症のマネジメント、多重薬剤の回避、介護資源の効率的利用、疾病予防など、医療・介護サービスの質を高め、医療・介護費用の増大の抑制につながる効果も期待できるとしています。

（３）今後の医療・介護制度関連のスケジュール

　2011年以降に予定される医療・介護保険制度改革関連項目は、後期高齢者医療制度に代わる新たな高齢者医療制度のほか、来年度の診療報酬・介護報酬の同時改定をはじめ、新しい医療計画の策定が挙げられていますが、現政権が直面している財源確保への取り組みを避けて通ることはできません。

　社会保障ビジョンでは、この問題への対応として、「社会保障改革を支える税制のあり方」の項目のなかで、「消費税の基幹性（消費税収を再分配効果の高い社会保障給付に充当することで人口構造による逆進性解消に活用）」「消費税の使途明確化」の２点を示し、特に消費税に焦点を当て、税と社会保障制度改革に向けての取り組み姿勢を表明しています。それは、先送りにしてきた本質的な医療・介護保険制度改革に対して、実効性のある政策を打ち出すために必要な財源としての税の具体案を提示する準備が進行中であることからもうかがえます。

◆医療・介護制度改革関連スケジュール（2011年～2015年）



　2010年６月に閣議決定された「新成長戦略」では、医療サービスの基盤強化を重要なテーマに据えています。

　2011年以降の５年間において、政府が目指す医療提供体制とは、急性期医療を拡充する方向のもと、医療機関の機能分化と連携強化を進めるとともに、医療関連職種の役割分担を見直し、さらに医療そのものの生産性を高めることによって、良質な医療サービスの提供を図る方向に進む予定となっています。

◆新成長戦略「健康大国戦略」＜抜粋＞（2010年６月18日閣議決定）

	【現状の問題点】
●病院・病床間、医療関連職種間の役割分担が不十分
【今後の対応】
●医療機関の役割分担・連携強化
　●病院、病床の役割分担を進め、急性期医療の機能強化、リハビリテーション・在宅医療などの充実、連携強化により、シームレスな医療提供体制を構築
　●患者や市民の参画による地域ニーズを反映した医療提供体制の整備
　●４疾病５事業（＊）の医療連携体制の構築強化、病院機能の見える化
●専門職種の役割分担見直し
　●「チーム医療の推進に関する検討会」の報告書を受け、特定看護師（仮称）制度など、医療関連職種間の役割分担を推進
　●看護師、薬剤師、介護職員など既存の医療介護関連職種の活用促進と役割拡大、医療クラークなどの大幅な導入推進
●地域における医師の確保
　●チーム医療の推進などにより、ＯＥＣＤ平均並みを目指して実働医師数を増加
　●診療科ごと、地域ごとの医師などの不足の実態把握
（＊）４疾病５事業：４疾病とは「がん」「脳卒中」「急性心筋梗塞」「糖尿病」を、５事業とは「救急医療」「災害医療」「へき地医療」「周産期医療」「小児救急を含む小児医療」を指す。


　上記の新成長戦略では、今後の需要予測を踏まえた医療提供体制のグランドデザイン策定も明記されています。この策定作業は、厚生労働省医政局により進められ、2010年度内（2011年３月末まで）に最終報告書がまとめられる予定となっています。

　ここでの重点課題は、議論の舞台となった社会保障審議会・医療部会での検討経過や政府方針からみると、①医師不足・偏在対策、②医療施設体系の整理、③コメディカルの役割見直しに整理されます。


　地域包括ケアシステム実現に向けて、高齢者住宅の整備は、不可欠な要件のひとつだといえます。この点における厚生労働省のねらいは、高齢者住宅に医療・介護サービスを組み合わせ、医療必要度や要介護度が増しても、住み慣れた地域・在宅での生活を継続できる環境づくりにあります。

　こうした方針を受けて、国土交通省と厚生労働省が連携し、社会資本整備審議会・住宅宅地分科会（2010年11月29日）において、新たな高齢者住宅制度の案が示されました。それは、高齢者専用住宅（高専賃）については経過措置を設けて廃止し、新たに「サービス付高齢者住宅（仮称）」を2011年度中に創設するという内容となっています。2011年の通常国会において、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正案を提出する運びです。

◆現行法制度で定める主な居宅サービスの課題

	高齢者向け

賃貸住宅
	医療、介護事業者との連携が不十分
	生活支援サービスの提供が任意

	
	行政の指導監督が不十分
	サービス部分における行政の指導監督権がない

	有料老人

ホーム
	居住の安定性が弱い
	要介護となった場合の居室移動、入院時の入居契約解約等

	
	入居一時金に関するトラブル
	入居後すぐの解約時の初期償却大


■共通する課題

	●高齢者に適した住まいの絶対的不足
●高齢者の住まいの制度が複雑



経営データベース

第三者評価の必要性と受審の効果

第三者評価の必要性と受審の効果について教えてください。

　　　　　　
　病院をはじめとする医療機関が提供する医療サービスは、医師、看護婦等様々な専門職種の職員の技術的、組織的連携によって担われていますが、医療の受け手である患者のニーズを踏まえつつ、質の高い医療を効率的に提供していくためには、組織体としての医療機関の機能の一層の充実・向上が図られる必要があります。

　質の高い医療を効率的に提供するためには、医療機関の自らの努力が最も重要であることは、いうまでもありません。そしてそのために、医療機関が自らの機能を評価する、いわゆる自己評価が実施されていますが、こうした努力をさらに効果的なものとするためには、第三者による評価の導入が効果的です。
■第三者評価の実施により、期待できる効果

	１．医療機関が自らの位置づけを客観的に把握でき、改善すべき目標もより具体的・現実的なものになります。

	２．医療機能について、幅広い視点から、また蓄積された情報を踏まえて、具体的な改善策の相談・助言を受けることができます。

	３．地域住民、患者、就職を希望する人材や、連携しようとするほかの医療機関への提供情報の内容が保証されます。

	４．職員の自覚と意欲の一層の向上が図られるとともに、経営の効率化が推進されます。

	５．患者が安心して受診できる医療機関を増やすことになり、地域における医療の信頼性を高めることができます。


経営データベース 

財団法人日本医療機能評価機構の基本財産・運営費の出資状況
病院機能評価の審査機関である日本医療機能評価機構の運営は、どのように

行われているのでしょうか。

　病院機能評価事業を実施する日本医療機能評価機構は、自身の運営を維持するため､保健・医療・福祉に関する団体・企業や被保険者を代表する団体､さらには一般企業､個人等から広く出資を募り､基本財産を設けています。

　その運営費は､基金の果実や、評価を受ける施設が負担する審査手数料､医療機能評価等に関する委託研究の受け入れ､その他の収入によって賄われています。

■財団の基本財産に出資している団体

	●厚生労働省
●全国自治体病院協議会
●日本精神科病院協会
●日本薬剤師会
●国民健康保険中央会
	●日本医師会
●全日本病院協会
●日本歯科医師会
●日本病院薬剤師会
	●日本病院会
●日本医療法人協会
●日本看護協会
●健康保険組合連合会


　日本医療機能評価機構が行う事業は、高度に専門的で多面的な要素を持つ医療を適切に評価・分析・情報提供を行うという組織の性格上、関連するそれぞれの専門領域における学術的な判断が基礎であるべきとされます。

　具体的な事業内容には、病院機能評価事業、病院機能改善支援事業、サーベイヤー（評価調査者）養成事業、医療機能評価に関する調査・研究開発事業、医療情報サービス事業、さらに認定病院患者安全推進事業、医療事故防止事業、医療安全支援センター総合支援事業、そして医療機能評価に関する普及・啓発事業が挙げられます。

　また、第三者による評価を通じて医療機関の機能の改善・向上を図り、さらに地域住民の信頼を高めるため、国民的な基盤に立ちながら、特定の立場に偏することのない中立的な立場で活動が行われる必要があります。日本医療機能評価機構は、このような観点から、学術的・中立的な組織と運営を確保するべく、保健・医療・福祉・保険関連団体等から出資された基本財産で構成されています。
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